
 

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震 

東海地震 

南海トラフ 

東南海・南海地震 

首都直下地震 

今後30年間でM8程度の地震が87％
（参考値）の確率で発生 

今世紀前半での発
生が懸念  
（今後30年間で東
南海地震は60～
70%程度、南海地
震は50%程度の確
率で発生） 

約40年間隔で発生する 
宮城県沖地震（今後30年以
内に99%の確率で発生）を
はじめとして切迫性が指摘  

注）図中の線は、主要な９８
の断層を示したもので、
日本には約２千の活断
層があるとされ、活断層
による地震はいつどこで
起きてもおかしくないもの
とされている。 

発生が懸念される主な大規模地震 

確率論的地震動予測地図（基準日：2007年1月1日） 

「地震調査研究推進本部地震調査委員会」等より作成 

Ｍ７クラスの南関東で発生する地震は
今後30年間で70％程度の確率で発生  

＜被害想定＞ 
 死者：約11,000人、全壊家屋：約85万棟、経済損失：約112兆円 

＜被害想定＞ 
 死者：約9,200人、全壊家屋：約26万棟、経済損失：約37兆円 

＜被害想定＞ 
 死者：約18,000人、 
 全壊家屋：約36万棟、 
 経済損失：約57兆円 
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日日      本本      のの      主主      要要      なな      断断      層層  

注）図中の線及び番号は、主要な断層を示したもので、日
本には約２千の活断層があるとされ、活断層による地
震はいつどこで起きてもおかしくないものとされている。 

1 標津断層帯
2 十勝平野断層帯
3 富良野断層帯
4 増毛山地東縁断層帯・沼田－砂川付近の断層帯
5 当別断層
6 石狩低地東縁断層帯
7 黒松内低地断層帯
8 函館平野西縁断層帯
9 青森湾西岸断層帯
10 津軽山地西縁断層帯
11 折爪断層
12 能代断層帯
13 北上低地西縁断層帯
14 雫石盆地西縁－真昼山地東縁断層帯
15 横手盆地東縁断層帯
16 北由利断層
17 新庄盆地断層帯
18 山形盆地断層帯
19 庄内平野東縁断層帯
20 長町－利府線断層帯
21 福島盆地西縁断層帯
22 長井盆地西縁断層帯
23 双葉断層
24 会津盆地西縁・東縁断層帯
25 櫛形山脈断層帯
26 月岡断層帯
27 長岡平野西縁断層帯
28 東京湾北縁断層
29 鴨川低地断層帯
30 関谷断層

31 関東平野北西縁断層帯
32 元荒川断層帯
33 荒川断層
34 立川断層帯
35 伊勢原断層
36 神縄・国府津－松田断層帯
37 三浦半島断層群
38 北伊豆断層帯
39 十日町断層帯
40 信濃川断層帯（長野盆地西縁断層帯）

41, 42, 44 糸魚川－静岡構造線活断層系
43 富士川河口断層帯
45 木曽山脈西縁断層帯
46 境峠・神谷断層帯
47 跡津川断層帯
48 高山・大原断層帯
49 牛首断層帯
50 庄川断層帯
51 伊那谷断層帯
52 阿寺断層帯

53, 54 屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯
55 邑知潟断層帯
56 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯
57 森本・富樫断層帯
58 福井平野東縁断層帯
59 長良川上流断層帯
60 濃尾断層帯

61, 62 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯
63 野坂・集福寺断層帯
64 湖北山地断層帯

65 琵琶湖西岸断層帯
66 岐阜－一宮断層帯
67 養老－桑名－四日市断層帯
68 鈴鹿東縁断層帯
69 鈴鹿西縁断層帯
70 頓宮断層
71 布引山地東縁断層帯
72 木津川断層帯
73 三方・花折断層帯
74 山田断層帯
75 京都盆地－奈良盆地断層帯南部（奈良盆地東縁断層帯）
76 有馬－高槻断層帯
77 生駒断層帯
78 三峠・京都西山断層帯
79 六甲・淡路島断層帯
80 上町断層帯

81, 83, 85, 86, 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘)
82 山崎断層帯
84 長尾断層帯
87 五日市断層帯
88 岩国断層帯
90 菊川断層帯
91 西山断層帯
92 別府－万年山断層帯
93 布田川・日奈久断層帯
94 水縄断層帯
95 雲仙断層群
96 出水断層帯
97 伊勢湾断層帯
98 大阪湾断層帯
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流出事故の原因の推移 
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Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

管理不十分(人的要因） 確認不十分(人的要因） 監視不十分(人的要因）

腐食等劣化(物的要因） 交通事故(その他の要因）

［単位：件］

「「腐食等劣化腐食等劣化」」がが原因原因
のの約約３３割割をを占占めるめる。。  
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昭和49年12月三菱石油（株）水島製油所 
（流出量42,888KL） 

・不等沈下による底板の溶接部の破断 

・貯蔵タンク破損に伴い防油堤の一部が損壊 

・オイルフェンスを展張するが、広範囲にわたり瀬 

 戸内海を汚染する。 
・後に「石油コンビナート等災害防止法」が制定され 

  る。 
・損害額500億円 

昭和５３年6月 東北石油（株）仙台製油所 
（流出量68,160KL） 

 

・昭和53年6月12日 宮城県沖地震発生（M7.4） 
・重油タンク２基、軽油タンク１基から危険物が流出 

・排水溝をつたい仙台港に大量流出したためオイルフェンスを設置 

・損害額4億2,750万円 
 

 

  

屋外タンク貯蔵所から大量の危険物が流出した事例 
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日本海中部地震（昭和58年） 
青森県、秋田県を中心に被害 
火災：11件、流出：2626件 

秋田市では、屋外タンク貯蔵所で 
火災11件、流出事故55件が発生。 

阪神・淡路大震災（平成７年） 
兵庫県を中心に甚大な被害 

火災：５５件、流出：１１２１１２件、破損：１，０５５１，０５５件 

新潟県中越沖地震（平成１９年） 
新潟県柏崎市を中心に被害 
流出：７７件、破損：６２６２件 

柏崎市内の危険物施設の約約11割割が 
被害を受けた。 

三陸はるか沖地震（平成６年） 
  青森県を中心に被害 
     流出：2121件 
六ヶ所村のコンビナート地域は、 
屋外タンク貯蔵所で流出事故が 
１４１４件件発生し、当該地区の約１５１５  
％％の屋外タンクが被害を受けた。 

地震による危険物施設の事故発生状況 

６ 



 

 

※兵庫県南部地震時
の危険物施設１万施
設あたりの流出事故
発生率は、平成１８年
の流出事故発生率と
比べ約１０倍。今後、
東海地震などの大地
震の発生に備え、流
出事故対策について
準備が必要。 

平成７年阪神・淡路大震災 

漏えい事故発生率（１万

施設あたり）

79

0

50

100

阪神大震災

１回の地震（余震含
む）により、同時多発
的に発生 

79 

１万施設あたりの 
流出事故発生率 

100 

50 

0 

平成１８年 

漏えい事故発生率（１万
件あたり）

7.5

0

50

100

平成１８年

7.5 

１万施設あたりの 
流出事故発生率 

100 

50 

0 

（例）阪神・淡路大震災の流出事故の実態 

危険物施設における地震時の流出事故の現状 

○ 地震の度に、当該地区の危険物施設においては 流出等事故が多発している 
 ところ。 
○ 過去においては、昭和53年宮城県沖地震（M7.4）に伴う大規模流出事故（流出 
 量68,160KL）が発生している。 

７ 



 

 

 ・ 屋
外
タ
ン
ク
等
か
ら
の
危
険
物
流
出
等
の
事
故
に
つ
い
て
、
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が
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実
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故
関
係
者
へ
の
質
問
、
報
告
の
求
め
、
事
故
現
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立
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調
査
な
ど
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 ・ 消
防
機
関
等
か
ら
求
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が
あ
っ
た
場
合
は
、
消
防
庁
長
官
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査
を
行
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と
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等
の
事
故
原
因
調
査
に
つ
い
て
の
考
え
方
 

現
行
制
度
の
課
題
 

 ○
屋
外
タ
ン
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等
か
ら
の
危
険
物
流
出
等
の
事
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が
起
こ
っ
て
も
、
そ
の
原
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い
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質
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た
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資
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た
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す
る
権
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が
な
い
た
め
、
事
故
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因
の
分
析
に
必
要
な
情
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収
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が
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難
 

  
 
 
原
因
調
査
結
果
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反
映
し
た
技
術
基
準
の
見
直
し
、
施
設
点
検
技
術
の
向
上

等
の
的
確
な
地
震
対
策
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
切
迫
す
る
大
規
模
地
震
発
生

時
に
、
危
険
物
施
設
に
起
因
す
る
災
害
を
未
然
に
防
止
す
る
必
要
が
あ
る
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果
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率
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す
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 ・ 大
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の
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少
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要
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危険物施設に係る事故調査制度を導入することによる効果 

地面 

監視監視モニターモニター等等のの流出時流出時
ののビデオテープビデオテープのの提出提出をを
求求めることができるめることができる。。  

地下タンク貯蔵所 

流出時の状況を確認できる。 

土壌土壌のの提出提出をを求求めることができるめることができる。。  配管部材配管部材のの提出提出をを求求めることができるめることができる。。  

土壌と腐食との関係を調査できる。 電子顕微鏡等で破断面の状況を詳細に
調査できる。 

② 地下埋設配管からの流出 

精確精確なな流出等流出等のの事故事故のの原因原因をを特定特定することにつながるすることにつながる。。  

① 地上配管からの流出 
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指 揮 支 援 部 隊        
(都道府県隊)          
都道府県隊指揮隊 
消 火 部 隊         
救 助 部 隊     
 
          

 地震等の大規模・特殊災害発生時における人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施する消防の援
助体制を国として確保。 

● 阪神・淡路大震災での教訓を踏まえ、平成７年に創設。 
●  平成１５年６月消防組織法の改正により法制化、平成１６年４月から法制度上明確化のうえ発足。 

●  総務大臣が編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画を策定。計画に基づいて消防 
 庁長官が部隊を登録。 
●  大規模・特殊災害発生時には、消防庁長官の指示又は求めにより部隊が出動。 
●  平成19年4月現在、下記の１０部隊で編成され、3,751隊（４４，０００人規模）が登録。 

   28隊 
 
   107隊 
1,435隊 
   347隊 

水 上 部 隊           
特殊災害部隊       
特殊装備部隊      

  19隊 
260隊 
325隊 

【部隊概要】 （注：平成19年４月現在、重複を含む）  

865隊 
392隊 
  69隊 

救 急 部 隊          
後 方 支 援 部隊       
航 空 部 隊     
 
          

緊急消防援助隊緊急消防援助隊についてについて  

目 的 

創設の経緯等 

概 要 

緊緊    急急    消消    防防    援援    助助    隊隊    のの    概概    要要  
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緊急消防援助隊登録部隊の推移

774

1,107 1,148
1,308

1,435
150

277 280

312
347

158

610 600

752

865
205 250

336

392

117

221

251

260

283
301

300

325

103
107

107

107

55

66
67

69

69

19
19

19

19

240

13

28
28

29

28

44,000

39,000

36,000
35,000

17,000

0
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1,000
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3,000

3,500

4,000

4,500

平成７年９月 平成１６年４月 平成１7年４月 平成１8年４月 平成１9年４月

部
隊
数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

人
員
規
模

指揮支援部隊

都道府県指揮隊
（平成１６年４月発足）

特殊装備部隊
(平成１６年４月発足）

特殊災害部隊
（平成１３年１月発足）

水上部隊
（平成１３年１月発足）

航空部隊
（平成１３年１月発足）

その他の部隊
（平成１３年１月まで）

後方支援部隊

救急部隊

救助部隊

消火部隊

人員規模（人）

（発　足　時）

3,751隊

（重複除く）
3,397隊

（重複除く）

2,963隊

（重複除く）
2,821隊

（重複除く）

1,267隊

人

人
人

人

人

法 制 化 以 降

緊緊      急急      消消      防防      援援      助助      隊隊      登登      録録      部部      隊隊      のの      推推      移移  
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① 蒲原沢土石流災害（平成８年12月６日） 
② 岩手県内陸地震（平成10年９月３日）震度６弱 
③ 有珠山噴火災害（平成12年３月31日） 
④ 鳥取県西部地震（平成12年10月６日）震度６強 
⑤ 芸予地震（平成13年３月24日）震度６弱 
⑥ 宮城県北部地震（平成15年７月26日）震度６強、６弱 
⑦ 三重県ごみ固形燃料発電所火災（平成15年８月14日） 
⑧ 栃木県黒磯市ブリヂストン工場火災（平成15年９月８日） 
⑨ 平成15年(2003年)十勝沖地震（平成15年９月26日）震度６弱 
⑩  出光興産北海道製油所原油貯蔵タンク火災（平成15年９月28日） 

 
 

⑪  平成16年７月新潟・福島豪雨（平成16年７月13日） 
⑫  平成16年７月福井豪雨（平成16年７月18日） 
⑬  平成16年台風２３号（平成16年10月21日） 
⑭  平成16年新潟県中越地震（平成16年10月23日）震度７ 
⑮  平成17年福岡県西方沖を震源とする地震災害（平成17年３月20日）震度６弱 
⑯  尼崎市において発生したＪＲ西日本列車事故（平成17年４月25日） 
⑰  奈良県吉野郡上北山村土砂崩れ車両埋没事故（平成19年１月30日） 
⑱  平成19年能登半島地震（平成19年3月25日）震度６強 
⑲  三重県中部を震源とする地震（平成19年4月15日）震度５強 
⑳  平成19年新潟県中越沖地震（平成19年7月16日）震度６強 
 
 

【平成１６年４月１日法制化以降】 

緊緊  急急  消消  防防  援援  助助  隊隊  のの  出出  動動  事事  例例  
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災害の発生した市町村の属する 

都道府県知事 

緊急消防援助隊の出動 

消 防 庁 長 官 

被災市町村の消防の応援等の要請
（第４４条第１・４・５項） 

大規模・特殊災害時の出動の指示 
（第４４条第５項） 

 大規模・特殊災害時の出動の
指示（第４４条第５項） 

緊急の場合の市町村長への 
応援出動等の措置の求め 
（第４４条第４項） 

市 町 村 長 

他の都道府県知事 

消
防
庁
長
官
の
求
め
に
応
じ
た 

応
援
出
動
等
の
措
置
の
求
め 

（
第 

 

条
第
３
項
） 

都道府県知事の要請を受けた又は緊急の場合の
応援要請を待たない消防庁長官による消防の応
援等の措置の求め（第４４条第１・２項） 

消
防
庁
長
官
の
指
示
に
基
づ
く 

出
動
の
措
置
の
指
示 

（
第 

 

条
第
６
項
） 

44 44 

（ ）の条項は全て消防組織法 

緊緊    急急    消消    防防    援援    助助    隊隊    のの    出出    動動    スス    キキ    ーー    ムム  
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被災市町村被災市町村をまたぐをまたぐ部隊移動部隊移動のの事例事例（（平成平成1616年新潟年新潟・・福島豪雨災害福島豪雨災害））  

8時55分　中之島町の被害が甚大なため見附市の緊急消防援助隊に対し中之島町への移動を要請（消防庁→新潟県）

13時18分　中之島町と見附市の緊急消防援助隊に対し三条市への移動を要請（消防庁→指揮支援部隊長）

宮城県隊
（指揮支援部隊長）

長野県隊

富山県隊

山形県隊

東京都隊

石川県隊

埼玉県隊

郡馬県隊

神奈川県隊

山梨県隊

 

時　間

平成16年7月14日

4時 6時 8時 10時 20時 22時14時2時 0時16時 18時12時

中之島町 三条市

中之島町 三条市

中之島町 三条市

見附市

三条市

三条市

三条市

見附市 三条市

見附市 三条市

見附市 中之島町 三条市

三条市

中之島町

中之島町

三条市

三条市
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被災市町村被災市町村をまたぐをまたぐ部隊移動部隊移動のの事例事例（（平成平成1616年新潟県中越地震災害年新潟県中越地震災害））  

※長岡市妙見堰へは、転戦部隊に加え、新規部隊（東京消防庁消防救助機動部隊及び茨城県隊）も出動 

山古志村孤立が判明 9時00分　山古志村全村民に避難指示 妙見堰の救助活動のため緊急消防援助隊に対し長岡市への移動を要請（消防庁→指揮支援部隊長）

宮城県隊
（指揮支援部隊長）

山形県隊

福島県隊

富山県隊

埼玉県隊

群馬県隊

石川県隊

東京都隊

長野県隊

栃木県隊

千葉県隊

27日

平成16年10月24日～10月30日
29日 30日28日

日
24日 25日 26日

新潟県庁 小千谷市 長岡市妙見堰

小千谷市 長岡市妙見堰山古志村 小千谷市

小千谷市 長岡市妙見堰山古志村 小千谷市

小千谷市 山古志村

小千谷市 山古志村

小千谷市 山古志村

小千谷市 山古志村

小千谷市 山古志村

長岡市 山古志村

小千谷市 長岡市妙見堰

長岡市妙見堰 小千谷市

12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00
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緊急消防援助隊調整本部 

 

緊急消防援助隊調整本部 

緊緊  急急  消消  防防  援援  助助  隊隊  のの  機機  動動  力力  にに  つつ  いい  てて 

出動指示等 

Ｂ₁市町村 

 消防庁長官 

受援都道府県知事（Ｂ都道府県） 

応援要請 

応援都道府県知事（A都道府県） 

Ａ₁ 市町村長 

出動命令 

指揮 Ａ都道府県隊 

Ｂ₂市町村 

指揮 

Ｂ₁市町村長 Ｂ₂市町村長 

受援都道府県知事（Ⅽ�都道府県） 

応援要請 

被災市町村へ出動
（消防力の投入） 

指揮 

Ｃ₁市町村 

Ⅽ�₁市町村長 

※被災市町村への消防力
の投入責任 出動指示等 

被災市町村へ出動
（消防力の投入） 

消防力の投入後は相互応援の仕組みに沿って運用され、被災市町村においては市町村長が個別に指揮。
緊急消防援助隊の部隊活動の総合的な調整については、運用上は都道府県緊急消防援助隊調整本部（本
部長：知事等）が行っているが、これを目的とした法律上の仕組みはない。 

１６ 


